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1. リサイクルの現状把握

1.1 LIBリサイクルの現状把握・課題整理

1.2 海外リサイクル政策動向調査
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世界の乗用車販売台数予測

車載用LIBの需要推計にあたっては自動運転車等の普及を見込み
2035年を目途に需要が横ばいになるとした

リサイクルの現状把握1 現状 政策
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2035年における世界の販売台数を算出

2035年以降に自動運転車等が普及するとし、

販売台数は横ばいとした
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世界の電動車（乗用車）販売台数予測（地域別）

電動車の販売台数は2040年を目途に横ばいとした

リサイクルの現状把握1 現状 政策
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世界の車載用LIB需要予測（乗用車）

電動車用LIBの需要は2030~2040年まで急激に伸びた後
2040年以降は緩やかな伸びになるとした

リサイクルの現状把握1 現状 政策
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諸外国における蓄電池に係るリサイクル政策の動向

欧州ではリサイクルされた原材料の使用割合を義務化するなど

世界に先駆けて厳しい規制を設ける計画がある

1-2

A B

現状 政策リサイクルの現状把握1

項目分類

*1:自動車リサイクル法施行規則で解体業者が使用済み自動車からLIBを回収することとされている、*2:「新エネルギー自動車廃棄動力電池総合利用業界規範条件」により蓄電池の含まれる原料の回収率を規制、*3:「NEV規

制」で自動車メーカーに車載用蓄電池の回収・再利用・リサイクルを義務付け

C D E F

米国

日本 欧州 連邦政府 中国 韓国 インドネシアCA州

規制

LIBリサイクルに係る

法律

施行年

対象

規制手法

自動車リサイクル法

2002年

新電池規則案

2020年（提案）

連邦法でのLIBリサイクル

に係る規制はなく、州レ

ベルで規定

N/A

✓ 生産者責任延伸制度推進

法案

✓ NEV規制

✓ 新エネルギー自動車廃棄動力

電池総合利用業界規範条

件

✓ 2017年（生産者責任延伸

制度推進法案）

✓ 2018年（NEV規制）

✓ 2020年（新エネルギー自動

車廃棄動力電池総合利用

業界規範条件）

電気・電子製品および

自動車の資源循環に関

する法律施行令

2021年

産業廃棄物の法律は

あるが、リサイクルは

未整備

-

California

Rechargeable Battery

Recycling Act of 2006

2005年

車載用LIB
車載用を含む

LIB全般
州ごとに規定 車載用LIB

車載用を含む

LIB全般
-

車載用を除く

LIB全般

規制なし 規制なし 規制なし
規制なし

（リサイクル義務化に

向けて新規制検討中）

原料使用

率規制

原料回収

率規制

回収義務

技術開発

サプライチェーン

構築支援等

GI基金により

リサイクルPJ

実施予定

研究開発支援

プログラムにより

開発推進中

DOEが開発主導
中央政府・地方

政府が開発支援 「2030二次電池産業

発展戦略」にてリサイ

クル技術開発、鉱山

開発プロジェクト支援

等を実施

国営企業設立によ

り取り組み強化

グリーン成長戦略の実行

計画で構築強化に向け

た取り組みを行う旨記載

「欧州バッテリー・イノ

ベーション」にて支援

“National Blueprint 

for Lithium Batteries 

2021-2030”にてサプライ

チェーン強化を掲げている

パイロット地区を指定

し回収ルートの確立等

を推進

-

-

インセン

ティブ

原料回収

率規制*2

回収義務
*3

回収義務
*1

導入に向けて

検討中

導入に向けて

検討中

導入に向けて

検討中
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米国における政策動向

DOEは研究機関やLIBバリューチェーンの関連企業が参画するLIBリサイクル技術の開発拠
点を設置し使用済み電池からCo・Li等の重要鉱物を回収するプロセスを開発している

項目 内容 項目 内容

出所：DOE Website、ReCell Center Website、JETRO「米国における自動車の電動化に伴う市場と技術の動向」、*1:DOEはリサイクル材料を使用することによりLIB生産コストを10~30%低減可能と推測

米国1-2 B

概要

✓ 2019年2月18日に、DOEがアルゴンヌ国立研究所にバッテリー

リサイクル技術の研究開発拠点（ReCell Center）を開設

✓ 使用済みリチウム電池から希少鉱物（コバルト・リチウム等）

を回収し、LIBの製造に活用する「クローズド・ループ・サイクル」の

研究を実施*1

適用範囲 EV、産業用、携帯用等のLIB全般

目的
使用済みLIBの再利用・リサイクルによる重要鉱物の海外依存軽

減

✓ コストのかかる再処理工程を必要としない正極材のリサイクル

プロセスの開発

✓ 費用対効果の高いリサイクル方法の開発

✓ リサイクルしやすい電池設計最適化

✓ 研究の検証のためのモデリング・分析ツールの実用化

研究分野

運営費用
✓ 3年間（2019~2021年）にわたりDOEから合計1,500万ドル

の補助金により運営

参画者

研究

機関

大学

自動車

メーカー

電池

メーカー

リユース・

リサイクル

事業者

材料

メーカー

業界

団体

リサイクル技術開発

対象
✓ 正極材、グラファイト、フッ素、銅、アルミニウム

現状 政策リサイクルの現状把握1
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中国における政策動向

中国では廃駆動用バッテリーのカスケード利用やリサイクルを促進する規制があり

その中でトレーサビリティーの確保や原料回収率等について規定されている

現状 政策リサイクルの現状把握1

中国1-2 D

項目 内容

名称 新エネルギー自動車廃棄動力電池総合利用業界規範条件

施行年 2020年1月1日

規制当局 工业和信息化部（工業情報化部）

適用範囲 電動車の廃駆動用バッテリー

項目 規制内容

リサイク

ルに回る

LIBからの

原料回

収率*1

（リサイク

ル効率）

トレーサビリティー

✓ 廃駆動用バッテリー総合利用データベースを設立し、廃駆動用

バッテリーの出所、蓄電池の種類・容量・製品コード、廃棄物

質処理措置等の情報を具備することを要求

ニッケル

コバルト

マンガン

リチウム

✓ 98%以上

✓ 85%以上

レアアース

等有価

金属
✓ 97%以上

二次利用
✓ カスケード利用を進め、その後リサイクルを行うことにより蓄電池

の利用効率を向上

エネルギー消費量
✓ リサイクル関連企業はエネルギー消費評価システムを確立し、エ

ネルギー消費量の管理を実施

環境保全

✓ 廃水循環利用率は 90%以上

✓ 廃水・廃棄のオンラインモニタリングを実施し、廃棄物の処理設

備を設置

目的
廃駆動用バッテリーのカスケード利用・リサイクル等による総合利用

強化

出所：中国工業情報化部Website、*1:電池原料の元素の質量に占める回収元素の割合
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韓国における政策動向

韓国では廃LIB等の循環利用を推進するため全国4か所に再活用の中枢を担う
拠点の建設を進めており 2022年から本格的な運営が予定されている

現状 政策リサイクルの現状把握1

1-2 E 韓国

項目 内容

名称
電気・電子製品および自動車の資源循環に関する法律施行令

（電子製品等資源循環法施行令）

施行年 2021年7月6日

規制当局 環境部

適用範囲 廃棄される電気・電子部品及び自動車（駆動用電池含む）

目的
電気・電子部品及び自動車のリサイクルを促進するため、資源を

効率的に利用する資源循環体系を構築すること

項目 規制内容

出所：韓国環境部Website、JETRO Website、*1:韓国環境部の推計では使用済みBEV用電池は2025年に2025年に3万1,696個、使用済み太陽光パネルは2025年に4,596トンが廃棄される見通し、*2:各センターの受け入れ容量は京畿道（BEV用電池1,097
個、使用済み太陽光パネル130トン）、忠清南道（BEV用電池636個、使用済み太陽光パネル266トン）、全羅北道（EV用電池1,320個、使用済み太陽光パネル182トン）、大邱市（BEV用電池400個、使用済み太陽光パネル191トン）。センターの総工

費は171億ウォン（約17.1億円）

リサイクル方法
✓ BEVの廃バッテリーの安全かつ効率的なリサイクルのために、リ

サイクル手法と基準などを告示で定められるよう規定

リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー

事業者の義務
✓ 使用済みBEV用電池などを回収した事業者（製造者・販売者）は

認可を得たリサイクル事業者に引き渡すこと（無認可のリサイクル事

業者以外に転売した場合に過料を科す旨規定あり）

✓ 使用済みBEV用電池等の回収・保管・リサイクルのための「未

来廃資源拠点収集センター」 を設置

✓ LIB等を回収し、残存価値などを測定後、民間企業への売却

やリサイクル業者への供給を行う等、廃LIB等の再活用の中枢

を担う役割を果たす

概要

✓ 環境部長官からの委託を受け韓国環境公団が運営
運営

母体

✓ 国内4か所（京畿道、忠清南道、全羅北道、大邱市）*2設置

箇所

✓ 使用済みBEV用電池、使用済み太陽光パネル、二次電池を

含む電気・電子製品等の廃棄物*1

対象

品目

✓ 電力貯蔵システム（ESS）や無停電電源装置（UPS）のリ

サイクル事業者やニッケル等の再資源化事業者

回収後の

引き渡し

先

✓ 2022年本格運営開始予定
運営開

始年
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2. 鉱物資源の必要量推定

2.1 LIB部素材の鉱種・消費量調査

2.2 LIB製造に必要な鉱種選定・必要量調査





電動車等の普及に伴う車載用LIB等に含まれる鉱物資源リサイクルの現状と流通実態を踏まえた課題抽出等に関する調査29 © 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

2. 鉱物資源の必要量推定

2.1 LIB部素材の鉱種・消費量調査

2.2 LIB製造に必要な鉱種選定・必要量調査







電動車等の普及に伴う車載用LIB等に含まれる鉱物資源リサイクルの現状と流通実態を踏まえた課題抽出等に関する調査32 © 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

3. 回収量拡大を要する鉱物資源特定

3.1 鉱種別供給状況・見通し

3.2 鉱種別サプライチェーン
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4. 課題整理

4.1 ライフサイクルコスト・CO2排出量
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